

















































































































































































































































































































































































































































































商学総論（商学概論）　　　　1 15121312 190，gil161314 169．6182．6




商難営論　　　　　1 1 14i5 110150．0
?
3 h514113．6181．8



























































海上保険論　　　　　1 oloI5 14126．31ol13｝ 81ol61．9
商業数学　　　　　　1 1［ ol6112133．3
?
ol121101oi54．5
商業史（流通史）　　　　　　1 41716i5177．3
?
411612 118．2190．9
商業政策（流通政策） 7151217166．7
??
511314 122．7181．8
貿易政策　　　　　　1 ol112115116．7
?
1116i514．5177．3
中小商業論 ol41loI7166．7
?
ol17 51ol77．3
（注・比率の欄は筆者の算定による）
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　2．中核となる商学のカリキュラム
　中核となる商学のカリキュラムについては，昭和62年度に実施された日本学術会議による「商
　　　　　　　　uo学教育に関する調査」が大変参考になるので，まずそのアウトラインについて述べる。
　この調査は，①商学分野のカリキュラムの変更について一変更の有無時期，内容，理由，
変更の組織など，②文部省の大学設置基準について一カリキュラムの現状，大学設置基準の適
否，不適当な理由，改善すべき科目，③商学教育について一将来の科目構成新設すべき科目，
教授方法など，の3つの内容について回答が求められている。
　これらのうち，ここでは，文部省の大学設置基準についてのカリキュラムの現状（別表で示す
①）と，同設置基準の科目についての将来へ向けての考え方としての必修・選択・廃止について
の回答（別表で示す②）について，一覧表としてまとめた。分類のAは，ほぼ狭義の商学，Bは広
義の商学に属するものとみてよい。
　まず，現状の設置科目で設置比率75％以上のものは，Aグループでは商学総論，マー一・一ケティン
グ論，貿易論，商品学であり，Bグループでは金融論，交通論，保険論，証券論商業史である。
　将来の科目構成で，必修の比率で50％以上のものはAグループの商学総論とマーケティソグ論
の2つだけであるが，必修と選択を合わせた比率で75％以上を占めるのは，Aグループでは，商
学総論，マーケティソグ論，流通論，商業経営諭，マーケティソグ・マネジメント論，貿易論，
貿易経営論，国際マーケティング論，広告論，マーケティングリサーチ論，流通システム論，商
品学とほとんどの科目が該当する。Bグループの科目では，金融論，交通論，保険論，銀行論，
証券論，外国為替論，損害保険論で，A，　B以外の科目としては商業史，商業政策，貿易政策が
該当する。逆に，「廃止」と答えたウェイトが比較的高い科目は，陸運論，海運論空運論，倉
庫港湾論，海上保険論，商業数学である。
　次に，「新設すべき科目」としては，「情報」，「国際」，「消費者」に関するものが三本の柱とな
っており，「情報」については，マーケティング情報システム論，情報流通システム論，情報論
情報処理論，情報数学があげられ，「国際」については，国際マーケティング論，国際流通論，
国際経営論，世界市場論，比較市場論，国際商品論があげられ，さらに「消費者」については，
消費者行動論，消費科学，家庭経営学があげられている。
　以上の日本学術会議の調査結果については，さらに検討を要する面もあるが，それはここでは
紙幅の余裕がないので省略する。しかし，大筋において，この調査結果はほぼ適正な考え方が反
映されているものと思うし，また，本稿で述べてきた商学の体系の面からしても妥当なものと考
えられる。
αの本調査の概要は次の通りである。
①　調査実施主体
②　調査対象
③　調査方法
④　回収状況
日本学術会議商学研究連絡委員会
商学部，経営学部，商学科・経営学科を有するその他の学部合わせて143学部
質問紙による郵送調査
配布数143，回収数94，有効回答数91，有効回答率63．　6％，有効回答内訳
一商学部24，経営学部18，経済学部37，その他12
